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2022 年の振興局別の社会増減の状況としては、石狩振興局と後志振興局が社会増となって

おり、石狩振興局では、社会増全体の大部分を占める札幌市のほか、その周辺の市において

も社会増となっています。後志振興局では、国際的なリゾート地を抱える倶知安町とニセコ

町が、外国人の増加により社会増となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〔展望〕 

 国立社会保障・人口問題研究所による将来推計人口(2020 年国勢調査基準)では、北海道は、2035

年は 456万人(65 歳以上人口 37.0％)、さらに 2050 年は 382 万人（65歳以上人口 42.6％）になる

と見込まれています。振興局によっては、2035 年の人口が、2020 年と比べ３割以上減少するほか、

半数以上の振興局で高齢化率が 40％を超えるなど、各地域で人口減少と高齢化が一層進行すると

見込まれます。 

 

出典：北海道総合政策部「住民基本台帳人口・世帯数」 

振興局別の外国人  

住民人口(１月１日現在) 

 

外国人住民人口比率  

上位 10 市町村(１月１日現在)  〔人〕  

〔年〕  

北海道の外国人住民人口の推移(2023 年１月現在) 

 

振興局別の社会増減の状況（2022 年） 

（人） 

出典：北海道総合政策部「住民基本台帳人口動態」 
   総務省「住民基本台帳に基づく人口・人口動態及び世帯数」 
 

社会増減数上位 15 市町村  
(１月１日現在)  

（人） 
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振興局別の将来推計人口  

人口規模の小さい市町村ほど更に人口減少が進行する傾向となり、2035 年には、人口 3,000

人未満の市町村の大幅な増加が見込まれることから、人口の偏在や市町村間の格差の拡大、

経済規模の縮小や地域活力の低下とともに、石狩振興局管内の人口割合が全道の 50％を超え

ることが見込まれ、更なる人口集中が懸念されており、過度な人口集中を緩和し、地域から

の人口流出を抑制していくことが必要となります。 

このため、人口減少に適応しながら、地域の暮らしを支える医療・福祉・教育・商業・交

通などの都市機能や生活必需サービスを持続させていくとともに、地域特性を活かした産業

振興・雇用創出や移住・定住の促進、※関係人口・※交流人口の拡大など地域の活力向上に向

けた取組が必要となります。 

 また、ライフステージに沿った切れ目ない支援の強化や、働き方など社会全体の構造や意

識を変えるといった少子化対策の加速、さらに、今後増加が見込まれ、地域の暮らしや産業

の担い手としての役割が増していく外国人と地域住民とのより一層の相互理解の促進や、外

国人にも暮らしやすい地域づくりなど※多文化共生社会の形成に向けた取組を進めていくこ

とが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」をもとに北海道が作成 
 

〔市町村数〕  道内の市町村の人口規模推計  

出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口」をもとに北海道が作成 
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経済・産業の動向 

 

【経済・産業全般】 

〔現況〕 

 2020 年度の道内総生産は、19 兆 7,256 億円となっており、経済活動別では、全国と比べて

農林水産業や建設業が占める割合が高く、製造業の割合は低い傾向にあります。 

振興局別構成比は、46.4％を石狩管内が占める一方、１人当たりの総生産では、一次産業

の生産割合の高い根室や宗谷、製造業の生産割合の高い胆振などにおいて、全道平均を上回

る状況にあります。 

また、１人当たり道民所得は全国平均と比較して１割程度低く推移しており、※公的需要の

割合は、30.3％と全国比で 3.4 ポイント（全国 26.9％）高くなっています。 

近年は、※脱炭素化といった世界的潮流やロシアのウクライナ侵略をはじめとした国際情

勢の変化に伴い、※再生可能エネルギーの導入拡大、さらには、デジタル産業の集積などの動

きが活発になるとともに、災害時における業務継続の観点や※テレワークの普及など働き方

の変化により、道外から北海道への本社機能を移転する企業が増加しています。 

 一方で、大企業などの工場の移転や縮小、商業施設の閉店などが相次ぐ状況にあります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：経済社会総合研究所「国民経済計算」をもとに北海道が作成 

出典：北海道経済部「道民経済計算年報」 

〔年度〕 

道内総生産の産業別構成比（2020 年度・名目） 

道内総生産（名目）と経済成長率（名目）の推移  
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〔展望〕 

 人口減少や少子高齢化が進む中においても本道経済の成長を図っていくためには、国際情

勢の変化に適切に対応しながら、食やエネルギーといった本道のポテンシャルを最大限に発

揮するとともに、半導体・※デジタル関連産業の振興など、新たな需要を取り込んでいくこと

が必要となります。 

また、デジタル技術を通じた生産性向上や高付加価値化を図るほか、中小・小規模企業の

経営基盤の強化など足腰の強い地域経済の構築が必要となります。 

  

出典：北海道経済部「道民経済計算年報」
の概要」 

出典：北海道経済部「道民経済計算年報」 出典：北海道経済部「道民経済計算年報」 

〔年度〕  〔年度〕  

道内総生産の振興局別構成比（2020 年度）  

振興局別の一人当たり総生産  

一人当たりの道（国）民所得の推移  道（国）内需要（名目）の推移  
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【雇用・労働】 

〔現況〕 

 人口減少や少子高齢化に伴う生産年齢人口（15～64 歳）の減少により、建設、介護など道

民の暮らしや地域を支える様々な分野で人手不足の状況にあり、人口減少が進んでいる地域

では、より一層深刻となっています。こうした中、さらに、建設業をはじめ時間外労働の上

限規制など働き方改革への対応も進められています。 

 本道の女性や高齢者、若者の就業率は、いずれも全国に比べて低い状況が続いている一方、

2023年10月末時点での外国人労働者数は過去最多の 35,439人となり、増加傾向にあります。 

在留資格別外国人労働者数は※技能実習が 15,532 人（約 44％）、※特定技能をはじめとする

専門的・技術的分野の資格が 12,094 人（約 34％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

〔倍〕  

出典：北海道労働局資料をもとに北海道が作成 

出典：北海道労働局「安定所別月間有効求人倍率（常用）の推移」をもとに北海道が作成 

〔倍〕  北海道の公共職業安定所別有効求人倍率の推移 


